
君の膵臓を食べたい

• 内容理解に役立つ知識

膵臓は 血糖の管理に必要なインスリンを作り、全身に送り出す役割をもってい
る。

膵臓の細胞が がんに侵されると、たちまちインスリンが不足し、

全身の細胞が糖を燃料として取りこむことができなくなる

膵臓がんは 現在の医療で最も治療が難しいがんである。

進行が早く、予後が不良といわれている。5年生存率はすべてのがんの中で最も低
い
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あらすじ

• 高校の同級生・山内桜良（浜辺美波）がひそかにつづる闘病日
記「共病文庫」を偶然見つけた僕（北村匠海）は、彼女が膵臓
（すいぞう）の病気で余命わずかなことを知り、一緒に過ごす
ようになる。彼女の言葉をきっかけに母校の教師となった僕
（小栗旬）は、桜良が亡くなってから12年後、教え子と会話を
していた際に、桜良と過ごした数か月を思い出す。一方、結婚
を控えた桜良の親友・恭子（北川景子）も、桜良との日々を思
い返し……。
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公衆衛生学

がんの統計と疫学
がん対策・がん登録について

きむあき
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公衆衛生学でなければ出来ないことは何か？

全ての国民の健康寿命の延伸

健康とは病気がない事だけではないが、寿命延伸（すなわち死
因の解明と予防）は優先される課題である。

予後不良の感染症・がん・生活習慣病・自殺・事故・労働災害・親
子保健・環境保健学・難病障害対策・国際保健学

そして長きに渡るQOLの向上の仕組みづくり
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• 生物学的な病因病態のメカニズムの解明

• 人の行動に基づく病因病態のメカニズムの解明

• 集団・環境に基づく病因病態のメカニズムの解明

人と人、人と物、人の移動ー＞コネクトする仕組
み（実物（ロジスティック）とルール（法律））、
それらをモニタリング（管理）が必要

公衆衛生学の固有の機能

（政策立案・提言）
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2020年現在、日本人の死因2位

何とかしなけりゃならない！
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• 寿命に直接関わり、QOLにも関わる病として“がん”は存在する

• しかも、身近な（よく聞き、親しい誰かが罹病したという話し
をよく聞く）病である

• 保健科学の立場からは、ヘルスリテラシーが最も問われるもの、
の一つである
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一番の関心事を尋ねた
回答で最多のものは

• がんは治るのか？

であった。
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• もし、不治の病であるなら

•せめていつまで生き
られるのか？

•現実の問題はそこにある

• 治療方法は、この生きられる
期間をいかに長く、快適にい
られるかを追求するしかない
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• 昔も今も がん への関心は高い

• かつて、生存率ランキングと称する雑誌
には マスコミガ各病院にアンケート調
査を行い、病院がそれぞれ独自の資料や
データをもとに回答した結果を単純に並
べたものだけだった！

• 内視鏡治療を行っている診療科だけの
データに基づいた生存率、外科治療可能
だった症例のみの生存率、外科治療がで
きずに放射線治療や化学療法を行った患
者さん 快挙にいとまなかった。
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• できるだけ長く生きたい
（そうでない人もいるが）

• では、どこの病院や先生に
かかれば最も長く生きられ
るのだろう？

• それは狂騒を生む

（手塚治虫 火の鳥 大和編より）
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QUIZ がんについて

生存率って何？
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答え

•診断から一定期間後に生存している確率
を生存率という。

• 5年生存率とは 患者ががんと診断されてから5年後に
何人の方が生存しているかという数字をパーセンテー
ジで表している。

弱点は、いつ出現したのか、その起点の診断が正確になされて、きちんと数
えられていることが前提であるということ・・・これが、あいまいだとすべ
てが崩れる
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ミッション：正確な生存率を追求せよ！

•生存率は何から導き出されているのか？

•それは・・・

•がん登録から
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•つまり、生存率を算定する仕組みが

がん登録

＞がん患者について診断、治療および その後の転帰に関する情
報を収集し、保管、整理、解析する仕組み。
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がん登録

• 目的：がんの発生状況、がん治療、がん医療の実態の把握

がん医療の向上やがん対策の策定評価に資する資料を整備すること

一般的に生存率はその施設におけるがん患者さんに対する治療効果の指標とみなされる傾
向にある

ところががん患者さんの生存率に影響する要因には治療効果のほかに年齢、がんの進行具
合、患者さんの合併症、例えば心臓病や糖尿病）などがある

各施設が生存率を公表する際は地域性、病気ごとの人数、治療方法の違い、病院の特質な
ど 生存率の数字だけでなく生存率を算出した背景も一緒に公表する必要がある
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問題点 がん自体 単純でない

• 全国の病院で生存率の計算方法が統一されていれば問題ないが、

• 生存率を算出するのに不可欠ながん登録の整備が行き届いていない

• 全般的に見れば早期癌を多く扱っている病院は当然生存率が高くなる

• これに対して高齢者が多い地方の総合病院では早期癌を扱う率が低く進行

癌が比較的多いため全体として生存率が低くなってしまう

こうした背景を考慮せずに生存率を単純に比較することには問題がある
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•もし自分自身が外来で癌を告知されたとしたら？
何を思うのでしょう

•早期癌だったら？進行癌だったら？
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日本のがん登録の歴史（大学の研究室発）

• 1951年 東北大学 瀬木三雄 宮城県内 地域がん登録開始

• 1954年 我が国初の地域がん罹患率 報告

• 1957年 広島 市民を対象に腫瘍・組織登録 医師会ABCC実施

• 1958年 長崎 市民を対象に腫瘍・組織登録

• 1962年～

• 1975年 （13年間）愛知県・大阪府・神奈川県・鳥取県・高知
県・千葉県で開始
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大学の研究室の行動 から 全がん協誕生

• がん登録の奇跡には全がん協が欠かせない

• 全国がん成人病センター協議会の略が 全がん協

• 1965年に全国がん成人病センター連絡懇談会 発足

• 更生施設の緊密な協力により我が国のガン予防や診断と治療等
の向上に貢献することを目的に

• 1973年に設立され現在では全国32カ所の悪性新生物の医療や
調査研究を行う国公立病院とこれに準じる医療施設によって構
成されている 。
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国際化への道

• 1966年 東北大 瀬木教授による 国際がん登録学会（IACR）設立

＞5大陸の癌罹患

Cancer Incidence in 5 Continents : CI5 刊行

1965年

＞政務次官会議がん対策小委員会「がん対策の推進について」
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• 瀬木 三雄（せぎ みつお、1908年3月3
日 - 1982年5月8日）

• 愛知県名古屋市生まれ。愛知五中
（現・愛知県立瑞陵高等学校）第14回
生。東京大学医学部卒業。旧厚生省の
初代母子衛生課長として母子健康手帳
を創設し、東北大学医学部にて公衆衛
生学教室を主宰。癌統計学の第一人者
として知られ、いわゆる「瀬木の帽
子」（胎児の基底顆粒細胞集団）の発
見者でもある。1971年に退官。

• 瀬木学園（現 愛知みずほ大学等）理事
長、学長、高校長を歴任。
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がん対策の5本柱

•１. 広報・衛生教育

•２. 健康診断

•３．専門医療機関の設置

•４. 専門医療技術者の養成訓練

•５. 研究の推進

• ＊当初 がんの実態把握（がん登録）は外された・・・
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ここで がん登録を一休み

病態病因学のエピソードを一つ見てみよう
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•曲川 作

•癌出来つ意気昂然と二歩三歩

•兎耳見せつ鼻高々と市川氏
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•明治４０年ころ実験動物を用いた発癌実験開始。

•山極先生は動物の耳には自然に癌ができることはないと信じて
いた。

•長期間耳に刺激を与えて人工的に癌をつくることにした。

•最初はマウスを用いたが耳が硬く小さくなってしまうので実験
にならなかった。
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•歴史的にみると、すでに１７７５年（安永４）に煙突掃除夫に陰

嚢癌ができることがわかっていた。

•それから百年たった１８７４年（明治７）にはコールタールを扱

う労働者に職業性の皮膚癌ができることも報告されている。

•しかし、人工的に癌をつくることには誰も成功していなかった。

•ようやく１９１３年（大正２）になってデンマークのフィビゲル

が、寄生虫に感染しているゴキブリをラットに食わせることに

よって胃癌をつくることに成功したと発表した。
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• この仕事に山極先生は刺激され、本格的に発癌実験を始めた。実験を担当した
のが、市川厚一青年である。

• 東北帝国大学農科大学（札幌にあった、のちに北海道帝国大学農科大学にな
る）出身の市川は、山極先生の指示どおり、ウサギの耳にコールタールを忍耐
強く塗擦し（山極先生は、機械的な刺激も加えるという意味で、「塗布」より
も「塗擦」という言葉を好んだ）続けた。

• 実験は成功し、山極・市川の連名で大正４年９月２５日の東京医学会に発表さ
れた。

• はじめはこの実験を信用する人は少なかったが、千葉医学専門学校の筒井秀二
郎（ひでじろう）が山極先生の実験にならい、マウスの背中にコールタールを
塗擦する方法によって、もっと高率に、しかも早く癌をつくることに成功した
ので、コールタールによる人工的発癌が世界的に認められるようになった。
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市川厚一 （1888～1948）

•明治21年（1888）茨城県雨
引村（現真壁郡大和村）で生
まれる。東京府立第一中学校
を卒業後、東北帝国大学農科
大学（後の北海道帝国大学）
畜産学科へ進んだ。大正2年
（1913）、同校を卒業後は旧
制大学院に進み、直ちに東京
帝国大学に特別研究生として
国内留学した。東京帝国大学
において山極勝三郎のもとで
助手として癌の研究に携わる

当時市川は三五（15円）の学費を借金しなが
ら、交友も断って研究に打ち込んでいた。
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■ 山極・市川実験による
兎耳癌の標本

家ウサギの耳にコール
タールの塗擦を繰り返す
ことにより発生した世界
初の人工癌の標本。東京
大学（上・中）と北海道
大学（下）で大切に保存

されている。
〔東京大学医学部標本
室・北海道大学大学院獣
医学研究科 比較病理学

教室所蔵〕
https://museum.umic.jp/yamagiwa/works01-1.html36



兎耳癌の写真とスケッチ
東京大学医学部人体病理学・病理診断学分野に保存
されている兎耳人工癌実験の実体写真と、組織の顕
微鏡写真（スケッチ）。当時、顕微鏡写真を撮影で
きるカメラは、ドイツ製の極めて高価な輸入品しか
なく、勝三郎たちの実験ではもっぱら市川助手がス
ケッチしていた。組織画像のうち、丸い視野のもの
が写真。他はスケッチを撮影した写真と思われる。
写真が貼られた台紙には勝三郎の注釈が書き込まれ
ている。
第一次大戦以前の顕微鏡は、ドイツ製がほとんどで、
勝三郎もカール・ツァイス社製の顕微鏡を愛用して
いた。顕微鏡写真を撮影する顕微鏡写真暗函（フォ
トマイクロスコープカメラ）は開発されたばかりで、
カール・ツァイス社製品を輸入販売していた小西本
店（小西六・後のコニカ）のカタログによると大正3
年頃の定価は350円。国産で同様のカメラが発売さ
れたのは大正末頃のことであった。
〔東京大学医学部 人体病理学・病理診断学分野所
蔵〕
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がんを初めて再現した人
山極 勝三郎（やまぎわ かつさぶろう、1863年4月10日
（文久3年2月23日） - 1930年（昭和5年）3月2日）は、
日本の病理学者。人工癌研究のパイオニア

信濃国上田城下（現在の長野県上田市）に上田藩士の山
本政策（まさつね）の三男として生まれる。後に同郷の
医師である山極吉哉の養子となり、ドイツ語を学びつつ
医師を目指した。1880年に東京大学予備門、1885年には
東京大学医学部（のちの東京帝国大学医学部）に入学し、
卒業時は首席という成績を残す。1891年に東京帝大医学
部助教授となる。1892年からドイツに留学し、コッホ、
フィルヒョウに師事。帰国後の1895年に東京帝大医学部
教授に就任。専門は病理解剖学。特に癌研究では日本の
第一人者であった。1899年には肺結核を患うものの療養
を続けながら研究を行う。1915年には世界ではじめて化
学物質による人工癌の発生に成功。1919年に帝国学士院
賞を受賞。1923年には帝大を定年退官。1928年にドイツ
からノルドホフ・ユング賞を受賞。1930年、肺炎で逝去
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公衆衛生学がん対策とがん登録に戻ります

がん登録を支えるラボサイエンティストが
必要でした・・・
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がん研究会有明病院
新しい研究所の建築と発展
•昭和38年以降、吉田富三研究所長、黒川利雄病院長と安西浩理
事長が大きな構想と情熱をもってさまざまな事業を行った。

•昭和43年には6階建ての研究所が完成し、研究に勢いがついた。

•その成果は、昭和50年代、菅野所長の時代になって、特にめざ
ましく発揮された。

•同じころ、検診センターができ、がんの二次予防(早期発見)に
も積極的に取り組むことになった。
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細胞検査士養成所紹介
わが国の細胞検査士養成所
の歴史は
がん研から始まる

1959年癌研(現がん研有明病院)婦人科部長の増淵一正
先生が設立した東京細胞診研究会を経て,1961年に日本
婦人科細胞学会が設立され,翌1962年に日本臨床細胞学
会に発展改称されたのが始まりとされています.当初学
会事務局は,がん研婦人科内に設置されていた.1968年
には細胞診断実務の教育ならびに指導に当たる医師の
育成を目的に,細胞診指導医（現在の細胞診専門医）制
度が誕生し,同時期に細胞診を専門とする臨床検査技師
の育成を目的に当院と大阪の２ヶ所に日本発の細胞診
スクリーナー（現.細胞検査士）養成所が設立 41



細胞検査士

•臨床検査技師が持つ資格

•細胞診検体の作製から顕微鏡で細胞を観察し,

•異常細胞を発見する業務を主に担当する.

•臨床検査技師の国家資格を有し,主として細胞診検査の実務に1
年以上従事した者,

•細胞検査士養成所（当院の施設）あるいは養成コースのある大
学卒業,卒業見込み者が

•日本臨床細胞学会にて施行される細胞検査士資格認定試験に合
格することが必要です.

42



朗報 がんの生存率が伸びてきた！

がん生存率 がんと診断された
人が、一定期間経過した後に生
存している割合。がん医療を評
価する指標の一つで、100%に近
いほど治療の効果が高いことを
示す。がんの部位や進行度、治
療法ごとに集計し、がん以外の
死亡の影響を除いた「相対生存
率」がよく使われる。早期発見
や治療効果の検証に役立てる目
的で長期間の健康状態を見る10
年生存率や、新たな治療法の影
響を短期間に探る3年生存率など
がある。 43



新たな問題 がんサバイバーの
リハビリテーション
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がんのリハビリの対策と
やや異なる対策がlongCOVIDに必要

しかしNIHRの調査で、何千人もの人が「継続するCOVID」の症状
と共に暮らしている可能性があると判明した。
イギリスで新型ウイルスの新規感染者が増えている中、長期化す
る「長いCOVID」を患う人も今後数カ月の間に、さらに増えると
みている。
研究は、フェイスブック上にある長期コロナ感染症の支援グルー
プのメンバー14人に聞き取り調査をしたほか、最新の研究資料も
参考にした。
その結果、呼吸器、脳、心臓と心臓血管系、腎臓、腸、肝臓、皮
膚（ひふ）など、体のあらゆる部分にCOVID-19が影響を及ぼして
いることが判明した。 53



症状は、大きく4つ

•肺と心臓への恒久的な臓器障害

•集中治療後症候群

•ウイルス感染後疲労症候群

• COVID-19の症状持続

•こうした症状が出るのは、重症のCOVID-19で長期入院した人に
限らず、軽症だったり、検査も陽性診断も受けたことのない人
にも可能性があるという。
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体力の回復が長期化すると予想される場合の
身体活動マネジメント

• 1日の必要身体活動量を見積もる

• どうしても必要な身体活動を選択する（それ以外の活動を控える）

• 運動直後の急激な疲労・倦怠感を予測し、その前後の活動を調整し、
十分休憩を（横になる）取る

• 疲労・倦怠感の種類を記録し、ひとつ前、あるふたつ以上前の動作の
影響を考える（気づく）（長引くもの短期的なもの）
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やっと、がん登録への道がみえてくる
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がん対策基本法

• がんの治療法や予防法、早期発見対策などを効率的・計画的に

推進するため、平成18年（2006）に定められた法律
である。

•翌年4月（2007）に施行された。 がん治療に対する
基本理念を掲げると共に、国や地方公共団体、国民、医師など
が負うべき責務について触れている。
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そして いよいよがん登録制度ができる

6年後・・・
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2016年1月1日 施行

がん登録等の推進に関する法律

https://www.ncc.go.jp/jp/information/pr_release/2016/0108/index.html
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•し、国民・患者に役立つがん登録の確立を目指す「がん登録セ
ンター」開設

•CCR：Center for Cancer Registries
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がん登録センター 開所

• 国立研究開発法人国立がん研究センター（理事長：堀田知光、
東京都中央区、略称：国がん）は、

• 本年2016年1月1日に施行された「がん登録等の推進に関する法
律」に基づき、全国がん登録および院内がん登録を推進し、

• さらにがん対策の情報基盤として

• 国民・患者に役立つがん登録の確立を目指すため

• 「がん登録センター（センター長：西本寛、Center for Cancer 
Registries：CCR）」を1月8日にがん対策情報センター内に開所
しました。
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もうひとつのがん登録の歴史
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• 全国がん登録の意義
• 「全国がん登録」とは、日本でがんと診断されたすべての人のデー
タを、国で1つにまとめて集計・分析・管理する新しい仕組みです。
この制度は「がん登録等の推進に関する法律」に基づいて、2016年1
月1日から始まりました。

• 全国どこで診断を受けても、がんと診断された時点のがん情報が病
院等から都道府県に届出され、国のデータベースで一元管理される
ようになります。全ての病院等に届出義務が課せられることから、
漏れることなくがん情報が収集され、都道府県をまたがった受診や
転居による重複や漏れも防ぐことができるようになります。これに
より、今まで集計できなかった正確な全国のがん罹患数（がんと診
断された人の数）が分かり、このデータを用いて国・都道府県のが
ん対策が立てられ、対策の評価もデータを用いて行われることで効
果的ながん対策の実行が可能となります。
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•全国がん登録と院内がん登録

• 「全国がん登録」は、全ての病院等から義務として届け出られ
るもので、病院等への負担を考えて項目数も26項目と定められ
ています。一方、がん診療連携拠点病院をはじめ1,000近い病院
ではより詳細な情報を集めるため、約90項目の「院内がん登
録」を登録の専門家が標準的なルール・手順に従って登録をし
ており、より正確で詳細な施設別のデータが比較できるように
なっています。「全国がん登録」で国・地域の状況がもれなく
把握された結果が、がん対策に活かされ、「院内がん登録」で
得られる病院ごとの状況が比較されて病院のがん診療が向上し
ていくことが期待されます。また、「院内がん登録」での施設
ごとのデータを参考にして受診をすることも可能となります。
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• https://ganjoho.jp/reg_stat/cancer_control/cc01.html
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公衆衛生学
がんの統計と疫学

がん対策・がん登録について
世界編

きむあき
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日本 がん対策基本法

• がんの治療法や予防法、早期発見対策などを効率的・計画的に
推進するため、平成18年2006年に定められた法律である。

• 翌年2007年4月に施行された。 がん治療に対する基本理念を掲
げると共に、国や地方公共団体、国民、医師などが負うべき責
務について触れている。
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日本 がん登録法

• がんの治療法や予防法、早期発見対策などを効率的・計画的に
推進するため、平成25年2013年12月に定められた法律である。

• 翌年2016年１月に施行された。 がん治療に対する基本理念を
掲げると共に、国や地方公共団体、国民、医師などが負うべき
責務について触れている。
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• がん登録を推進する法（がん登録法）

• なかなかできなかった理由の一つが個人情報保護の制約であっ
た。

• それを突破したのは、公衆衛生倫理の理解と利活用。個々
人の利益を超える公共の（社会の）利益の大きさが認められる
場合、この個人情報は、もちろん管理を徹底した上で、使用が
認められるべきであるという考え方を示し、乗り越えることが
できた。
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世界では がん登録システムは2つある

•中央登録室方式(国が一括して実施）

• ある程度大きい人口規模で安定した統計を得たいこともあり、200～500万人あたりが適当な人口規模と
して、そのデータを集約する

＞主にどこの国でしょうか？

地方行政単位方式
一国がこれを越えた大人口を持つ場合は、地方行政単位に分けて実施し、国の中央に、これらを統括す

る「全国システム」を置かざるとえない。

＞主にどこの国でしょうか？
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世界では がん登録システムは2つある

•中央登録室方式(国が一括して実施）

• ある程度大きい人口規模で安定した統計を得たいこともあり、200～500万人あたりが適当な人口規模と
して、そのデータを集約する

＞北欧諸国グループ 一国一登録室で実施が可能

•地方行政単位方式
一国がこれを越えた大人口を持つ場合は、地方行政単位に分けて実施し、国の中央に、これらを統括す

る「全国システム」を置かざるとえない。

＞日本、米国、カナダ、英国などのグループ
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世界では がん登録システムは2つある

•中央登録室方式(国が一括して実施）

＞北欧諸国グループ 一国一登録室で実施が可能

•地方行政単位方式
一国がこれを越えた大人口を持つ場合は、地方行政単位に分けて実施し、国の中央に、これらを統

括する「全国システム」を置かざるとえない。

＞日本、米国、カナダ、英国などのグループ
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• 国際がん登録協議会International Association of Cancer Registries
（IACR）

• 1997年、100カ国から404会員（303はがん登録所が会員、他は個人会
員）が参加。

• 日本の例をみると、2000年現在、34府県市登録中11登録がIACRの会員に
とどまっている
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5大陸のがんの罹患率

• 「」というデータブックが、IACRとIARCにより、継続刊行されている。

これが、現在、世界を網羅した唯一のがん罹患率のデータブック

•異なる地域間の比較を行うため、世界のがん登録の中から、実
際には、IACRの会員の中からと、国際がん研究所International 
Agency for Research on Cancer（IARC）や米国がん研究所
National Cancer Institute（NCI）などの研究費によって支援さ
れているなどの事情で、実施中であることが判明している登録
とをあわせた中から、精度の高いデータを選出し、5年ごとに
刊行される。
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•同書は量的精度を示す指標

•「死亡票のみで登録されているものの割合（DCO）」

•が原則として15%以下の成績を「比較可能な成績」と
みなして収載している。

•日本からは、宮城、山形、大阪、広島市、長崎市、佐
賀、の6カ所の成績が入っている。
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•米国では、米国外科学会が、学会認定病院
の資格を病院に与えるための条件の中に、
院内がん登録の設置をあげ、その機能を査
察するなどの努力を、現在まで60年余にわ
たって実施してきた
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•全米で約1,400の総合病院が、外科学会の認
定を得ており、1,000の病院が認定の審査を
待っている。また、全国の200余の大学に、
診療録管理学科が置かれており、卒業生に
診療録管理士の称号が与えられる。
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•SEER Program
米国では、10年ごとの全国悪性新生物実態調

査National cancer survey方式から、1971年に制
定したNational Cancer Actのもとに、データを
常時活用できる地域がん登録制に切り替え、
1972年に、NCIがSurveillance Epidemiology and 
End Results Program（SEER Program）をス
タート
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•10カ所程度の地域がん登録を常時構成員と
し、全国人口の10～13%をカバーしている。
運営はNCIのがん予防対策課があたり、予算
は1985年頃で年間1,050万ドルをもって参加
登録のほぼ全経費を支出してきた。罹患、
死亡、生存率を毎年計測、1985年以降は、
「SEER Cancer Statistics Review」を年報
として刊行
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•米国がん登録法
1992年にがん登録法Cancer Registries Amendment 

Act, Public Law 102－515が、対がん協会を推進母体と
し、連邦政府議会において議員立法として成立した。
この法の下に、「公衆衛生サービス法」の中に、

「米国がん登録プログラムNational Program of Cancer 
Registries」の章が創設され、ここで、連邦政府が全国
50州中、地域がん登録を実施中または準備中の42州お
よびコロンビア特別区に対してがん登録運営費を助成
することが明記された。
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目的： 高精度の罹患率を整備し、対策の立案と評価を行う。

運営： CDCが担当。

予算： 年間3,000万ドル（約33億円）

70%が実施中、10%が準備中の州の事業運営費（42州
およびコロンビア特別区）

10%は精度評価のため

10%は情報処理システムの指導
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カナダにおける全国システム

•カナダのサスカチェワン州では、1944年に、がん患者
を登録し、その治療を助成するプログラムを始めてい
た。現在は12州全州でがん登録が実施され、全国民
2,700万人をカバーしている。

1969年以来、カナダ政府の「カナダ統計局Statistics 
Canada」が、「全国がん罹患数報告システムNational 
Cancer Incidence Reporting System」によって、
1969-1991年間、各州のがん登録室から腫瘍ごとの
データ（event-oriented）を収集し、国としての統計を
作成してきた
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•1992年に機構を変更、「カナダがん登録室
Canadian Cancer Registry（CCR）」を設立。こ
こが国としてのがん患者データベース（patient 
oriented）を持ち、罹患率、生存率を作成するこ
ととなった（図2）。
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(1) CCRと全国システムの運営：「カナダがん登録評議会Canadian Council of 
Cancer Registries」が行う。①各州がん登録の代表者会議Provincial or 
Territorial Cancer Registries（PTCRs）、②カナダ統計局Statistics 
Canada、③カナダ保健省Health Canada、④カナダ国立がん研究所National 
Cancer Institute of Canada、⑤カナダ保健情報研究所Canadian Inst. For 
Health Information、および⑥カナダ疫学・生物統計学協会Canadian 
Society for Epidemiology and Biostatisticsの各代表から組織されている。
PTCRsはデータの質的管理委員会Data Quality Committee（DQC）を設置
して各州のデータの質と標準化の管理を行っている。

(2) 州がん登録：定期的に、標準レコードレイアウトによって、個人識別情報付き
データセットをCCRに送付する。

(3) CCR：州がん登録から送られてくるデータについて、各種のデータ点検を行い、
その後全患者間で照合を行って重複を除き、データベースを作成し、集計に入
る。

(4) 統計の公表：カナダ保健省、カナダ国立がん研究所、各州がん登録の代表者会
議が協力して、国のがん統計Canadian Cancer Statisticsを作成し、刊行して
いる。

(5) 各州がん登録の成績は、各州およびNAACCRの年報として刊行される。
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英国（England & Wales）における全国システム

•英国医療：保健サービス法により医療は国
営化されている。地域がん登録は1962年以
降全国規模で実施されてきたが、1993年ま
ではvoluntaryに実施されていた。1993年以
後compulsoryとなった
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(1) 英国統計局Office of National Statistics（ONS）：
ONSの衛生統計課が、全国がん登録室を運営し、国としての罹患率、生存率の報告をとりまとめ、出版し

ている。例えば最近にはStudies in Medical Population Subjects No.61として、1971-1995年間の生存率
とその解析結果が出版された。

(2) 全国がん登録室National Cancer Registry（NCR）：
英国では全国がん登録室は、既に1945年に創設されていた。1962年以後、全E＆Wのデータを収集するよ

うになった。現在、1971年以後のデータがファイルに一元化されている。

(3) 地域がん登録室：
現在、全国の9ヶ所の医療サービス圏がん登録が、全国民（5,000万人）をカバーし、病院が、がん患者の

登録情報の届出を責務とすることに基づき、データ収集が行われている。定期的に個人識別情報を含む登録
情報を、全国がん登録室に送付する。データはここで再点検された後、保健サービス情報中央登録所
National Health Service Central Register（NHSCR）に送られる。

(4) 保健サービス情報中央登録所National Health Service Center Register（NHSCR）：
保健省が管轄する。国営医療サービスを管理するために、全国民の移動、生死を把握する必要があり、こ

こに背番号付きの全国民のファイルがある。1971年から、がん登録情報が追記されるようになった。NHSCR
に入力される人口動態情報から、がん患者の転居、死亡など予後情報が得られる。これら予後情報は、全国
がん登録室を経由して地域がん登録へ送られる。

(5) 倫理委員会：
研究者が申請すると、NHSCRで得られるがんを含む全ての医療情報が、英国医師会、その他の代表者で構

成する倫理委員会の審査を受けて、利用（有料）できるようになっている。
対象者の地域が限られる場合は、その地域の倫理委員会に先ず申請し、承認をえた後、上位の倫理委員会

に申請する。
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ヨーロッパ連合European Union（EU）の地域がん
登録ネットワーク

•EUは1989年にEUのがん対策を策定し、そ
の中で1990年に、「ヨーロッパがん登録
ネットワークEuropean Network of Cancer 
Registries（ENCR）」を組織した

123



(1) 目的： EU圏にがん登録を普及し、データの質と比較性とを向上
させ、EU内のがん発生と死亡をモニターすること。

(2) 会員： EU参加15カ国の85地域がん登録全てによって構成。EU人
口3.8億人の約45%をカバー。その後EU外からも参加し、
1996年現在34カ国144登録が加盟。

(3) 運営： 運営委員会（選挙制と指名制の併用）、事務局はIARCの
記述疫学課。

(4) 活動： 1) 標準方式の設定、2) 研修、3) 出版、
4) EUROCIM DATABASE

ENCR参加登録の罹患、死亡のデータベース（毎年更
新）、これを用いて各国の全国値推計、将来推計をも行っ
てきた。 5) EUROCARE STUDY
会員中11カ国30登録のがん患者80万人の5年生存率を計

測し、刊行した。
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その他の諸国の状況

127



(1) 北欧諸国における地域がん登録
北欧5カ国では、それぞれ、１国1中央登録室による全国規模のがん登録

が完備している。表2に、それぞれの国のがん登録体制を、わかる限りで示
した。どの国も、国民総背番号制を採用しているので、死亡情報や、国勢調
査などの個人情報とのリンクが可能であるため、これを利用した疫学研究成
果が出版されてきた。

The Association of Nordic Cancer Registries（ANCR）を結成し、高
度な解析を行ったがん統計のデータブックを出版している。

(2) アジアの地域がん登録
表3に、アジアにおける地域がん登録実施国および実施地域を示した。計

画中のものを入れると、16カ国、75地域（日本を含む）に及ぶ。シンガ
ポール、インド、フィリピンなどでは長期間実施しているが、多くは、近年
に、IARCやWHOの財政的、技術的支援を得て急速に普及した。
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わが国の地域がん登録
の場合
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(1) わが国では地域がん登録は、昭和30年代（1955～65）に5府県2市で開始され
た。昭和50（1975）年に厚生省がん研究助成金によって、「地域がん登録」研
究班が創設された。昭和58（1983）年になって老人保健法の制定に伴い地域が
ん登録は府県が行うべき事業と位置づけされた。これにより、昭和57（1982）
年から現在までに19県が事業を開始した。これらが集まり、平成4年に地域が
ん登録全国協議会を創設した（表4）。
現在33県1市が地域がん登録事業を実施しているが、世界の動向に逆行し、

わが国では平成10（1998）年に、昭和58（1983）年以後なされていた本事業
への少額の国費による助成が、一般財源化された。また、わが国の病院におけ
る診療録管理が、長く、不十分な整備のまま放置されていたため、担当者の努
力にもかかわらず、地域がん登録の精度向上にはこれまで限界があった。病院
の診療録整備の必要性は単に地域がん登録にのみとどまる問題ではない。この
ような現状の改善にむけても、早急に具体的な対応がなされるべきである。
また厚生省の中に各県の地域がん登録事業を、国のがん対策の大きな柱とし

て担当する部課を定めるべきこと、なども、現在緊急の課題であると考える
（図5）。

134



厚生省
厚生省は、次の4分野で地域がん登録に関与している。すなわち

1)
がん研究助成金による「地域がん登録」研究班の助成、

2)
国立がんセンターで行う「がん登録実務者研修」の開催、

3)
老人保健法による健康診査管理指導事業の中で、都道府県衛生担当部局に対し、がん登録により、市
町村が行うがん検診の評価を行うよう求めている。また、

4)

厚生省統計情報部が人口動態調査死亡票の目的外使用の許可申請を受付ける。
このように、それぞれの業務は、厚生省内の別々の4部局にわたる担当課が、その当面する業務のみを担当して

いて、がん登録事業を全体として支援し、活用するための特定の担当部局は厚生省内に未だ存在しない。 今後、
法体制を整備し、厚生省の特定の部局が、全国ならびに府県がん登録事業を担当し、地域がん登録全国ネットワー
ク事業を長期的視野に立ち運営するならば、わが国の地域がん登録も多面的に利用が可能な精度水準を達成し、ア
ジア地域の代表例となりうることも可能であろう。

135



厚生省がん研究助成金による「地域がん登録」研究班
1975年に発足。初期にはわが国の全道府県市がん登録の代表を班員としたが、地域

がん登録が普及したため、全国協議会が発足するに至り、以後は、量的精度が一定水準
に達した15登録に参加を求め、精度向上と資料利用のための諸研究を実施してきた。

1) 日本全国のがん罹患率、将来罹患率、がん有病者数などの数値を推計、整備し
てきた。

2) 地域がん登録から得られる統計の標準化を促進するため、「地域がん登録の手
引き第1版～4版」、「地域がん登録における情報保護ガイドライン」、「わが
国における多重がんの判定方法」、「地域がん登録における生存率計測の標準
方式」、「地域がん登録における標準項目と標準分類コード」などを作成して
きた。

3) 厚生省が行った第4次、および第5次悪性新生物実態調査では、患者調査に協力
し、特定期間の罹患者について、各登録が収集整理した資料を提供、さらに研
究班事務局が報告のとりまとめに協力した。
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地域がん登録全国協議会
1992年に、各道府県市がん登録が作成するデータの精度向上、標準化、資

料活用を促進し、相互の情報交換を図ることを目的とし、全道府県市がん登
録（表3）がこの協議会を結成した。2000年1月現在、34の道府県市がん登
録、及びがん登録関連の2研究班を会員とし、20余の賛助団体の参加を得て
いる。事務局を大阪府立成人病センター内に置いて、

1) 年一度研究会、研修会を開催
2) 研究会記録集をモノグラフとして刊行配布、
3) 協議会ニュースレターを年2回刊行配布
4) 上記研究班の研究成果の刊行物を全国の登録室に配布
5) 各道府県市がん登録が出版する統計報告書を収集する

などの活動を実施している。
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コンテンツ

１ がん生存率

２ がん対策とがん登録の歴史

３ ひとやすみ はじめてがんを人工的に作った人々

４ がん登録のあらまし

５ がん登録制度 日本と世界の比較

６ がん登録を支える生物統計学と計算機統計学
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がん登録を支える
生物統計学・計算機統計学

• これだけの大量のデータを収集しても、その整理がなされなけ

れば、せっかくの命のしずくが無に帰すことになりかねな
い。

• そこで、コンピュータを利用した、人間の能力を超えるデータ
の整理能力、計算能力を活用したデータサイエンスの役割の重
要性が増している。
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データをコンピュータに縦と横の表として入れ込
むことで、複雑なデータの処理に成功した。

• 1968年、スタンフォード大学の大学院生、ノーマン・ニー、
デール・ベント、ハドレイ・ハルの三人であった。このプ
ログラムを開発した。彼らはSPSSと名付けたソフトウェア
を開発した。

• 1975年法人化されCEOにジャック・ヌーナンが就任。

かつて世界の2大統計ソフトとしてライバルのSASと市場を寡
占した。

• このプログラムの特許であるピボット機能は、マイクロソ
フト社に供与され、現在のエクセルの基盤になっている。
現在利用されている機械学習（人工知能）のプログラムの
開発も行っていた。

• 2009年7月29日 IBMが12億ドルで買収。10月 買収
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ジャック・
ヌーナン

（いきなり、Naturally と冷静なメールを送ってくる
上司だった）
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Akira Kimura 木村 朗

元 SPSS Japan, Senior Statistician  
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世界初のコンピュータは、1940年代に「コンピュータの父」と呼ばれる、フォン・ノイマンがプログラム
内蔵方式、いわゆるノイマン型コンピュータの仕組みを提唱し、真空管を使って制作されたもの
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公衆衛生学（入門）終了
2022年本学大学院で公衆衛生学領域はじまる！

これで 公衆衛生学の入門は終わりますが、あなた自身が公衆衛生活動に繋がっていくことを意識して、
今後の学習に役立てば教員としてうれしく思います。
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